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別添２－２ 

 

原子力緊急事態宣言が発令された際等に原子力事業者等に対して指導すべき事項 

（本店等） 

 

   電離放射線障害防止規則（昭和 47 年労働省令第 41 号）第 42 条第１項各号のいずれかに該当

する事故が発生した場合、又は、原子力災害対策本部による原子力緊急事態宣言が発令される等

の事態が発生し、当該事態等に対する応急措置として緊急作業が実施される場合、緊急作業従事

者の被ばく線量を合理的に達成可能な限り低減する等のため、次に掲げる事項に留意の上、本店

等の長を指導すること。 

 

１ 放射線管理関係 

  次に掲げる事項について本店等を指導するとともに、その実施状況を確認すること。 

(1) 被ばく線量管理部門の体制の構築 

ア  原子力施設での被ばく線量管理体制を確認し、必要に応じ、本店等から担当者を派遣す

る等により、必要な支援を実施すること。 

イ  原子力施設での被ばく線量データの入力状況等を確認し、被ばく線量管理体制に問題が

ある場合は、発電所から管理簿等を取り寄せ、本店等で直接被ばく線量データの入力や名

寄せ作業等の被ばく線量管理を実施すること。 

(2)  個人線量計の確保 

原子力施設での警報付き電子式個人線量計（以下「ＡＰＤ」という。）（電池式でない場

合は充電器、非常用発電機を含む。以下「ＡＰＤ等」という。）の充足状況を確認し、必要

な場合は他の原子力施設からＡＰＤ等の融通を受けられるように必要な支援を行うこと。 

(3)  線量計貸出し管理 

原子力施設での線量計貸出し管理の状況を確認し、必要に応じ、本店等にあるバックアッ

プシステムの稼働等、必要な支援を実施すること。 

 (4) 労働者への被ばく線量の通知 

ア  原子力施設での線量データの入力、事業者への通知状況を確認し、必要がある場合、本

店等でデータ入力等を実施すること。 

イ  本店でデータ入力を行う場合、入力されたデータを速やかに原子力施設に伝達すること。 

 (5) 内部被ばく測定の実施 

ア  原子力施設における内部被ばく測定の実施状況を確認し、常用のホールボディカウンタ

（以下「ＷＢＣ」という。）が使用不能となっている場合は、他の原子力施設からの移動

可能なＷＢＣの確保や、他の原子力関係機関等で内部被ばく測定が実施できるよう、必要

な支援を行うこと。 

イ  日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所等と連携し、内部被ばくの核種の同定、

被ばくモデル構築、摂取日の特定等について、技術的な支援を行うこと。 

 (6) 連絡先不明者への対応 

原子力施設における線量計貸出し方法等を確認し、連絡先不明者が発生した場合は、必要

に応じ、本店等で線量記録の再確認等を実施すること。 
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２ 保護具、保護衣関係 

  次に掲げる事項について本店等を指導するとともに、実施状況を確認すること。 

(1)  屋内の空気中の放射性物質による被ばく防止 

ア  原子力施設における待機場所等の線量測定等の状況を確認し、必要に応じ、他の原子

力施設から放射線管理部門の応援要員を派遣する等、必要な支援を行うこと。 

イ  原子力施設での待機場所等の測定状況を確認し、女性労働者の管理について、必要な

支援を行うこと。 

 (2) マスクの適切な装着の徹底 

原子力施設における新規入場者教育の状況を確認し、応援講師の派遣、教材の提供等、必

要な支援を行うこと。 

 (3) 汚染水による汚染の防止 

原子力施設における保護衣等の着用状況を確認し、必要な支援を行うこと。  

(4) 適切な労働者教育の実施 

原子力施設における労働者教育の実施状況を確認し、応援講師の派遣、教材の提供等、必

要な支援を行うこと。 

 

３ 健康管理関係 

  次に掲げる事項について本店等を指導するとともに、その実施状況を確認すること。 

 (1) 原発内の医療体制の整備 

   原子力施設における医療体制の状況を確認し、必要な支援を行うこと。 

(2)  熱中症防止対策 

   原子力施設における熱中症対策の実施状況を確認し、必要な支援を行うこと。 

 (3) 臨時健診の実施指示 

   原子力施設における臨時健診の実施状況を確認し、必要に応じて、応援医療職の派遣等、

必要な支援を行うこと。 

 (4) 原発からの患者搬送体制の構築 

原子力施設における搬送体制を確認し、医療機関、消防当局や航空当局との協議等、必要

な支援を実施すること。 

 

４ 作業届、請負実態把握等 

  次に掲げる事項について、本店等を指導するとともに、その実施状況を確認すること。 

 (1) 作業届の作成、審査の体制の整備 

原子力施設における作業計画の作成状況を確認し、本店等が内容を審査する、応援要員を

派遣する等、必要な支援を行うこと。 

 (2)  請負実態把握 

原子力施設における請負状況把握の状況を確認し、必要な支援を行うこと。 

 (3) 宿泊施設と飲食の確保等 

原子力施設における仮眠施設、食事等の状況を確認し、必要な支援を行うこと。  


